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自己紹介

◼ サイボウズについて

⚫ ノーコード/ローコード開発プラットフォーム「kintone」を中心に成長中。
⚫ 2023年、kintoneの年間売上は130億円を達成。
⚫ リリースから13年を経て、当初の「現場の便利ツール」的な存在から進化し、
「市民開発によるDX推進プラットフォーム」としての利用が増えつつある。

⚫ 2024年から、エンタープライズ市場へのアプローチを本格化。

◼ 登壇者（広井）について

⚫ 財閥系のユーザー企業で15年間IT部門に従事。IT企画・IT部長など経験。
⚫ サイボウズでは、IT部門改革や次世代アプリケーション基盤などの調査を担当。
⚫ IT Trendでは、2016年～2019年にも登壇。
⚫ 現在55歳。サイボウズ最年長の一人。



本日させていただくお話

◼ DXブームの初期、DXをIT部門ではなく、
外部から人を入れてDX部門を新設する動き
が相次いだ。

◼ なぜIT部門は経営からの期待を受けること
が出来なかったのか。

◼ 自らのIT部門マネージャーとしての経験、
kintoneの先進ユーザー様の事例、世の中の
各種知見を総合的に勘案すると、問題はIT
施策の実行力や技術力以前の「戦略を策定
してステークホルダーに説明する能力」に
あると考えています。

◼ 本日は、IT部門が再び企業変革の牽引役と
なるために必要な、ステークホルダーとの
コミュニケーション基盤としてのIT戦略の
立て方に関するお話をさせていただきます。

◼ 正解を示すものではありませんが、様々な
「視点」を提示し、皆様の社内での議論の
材料にしていただけたらとの想いです。

◼ 一部、失礼なことを申し上げるかもしれま
せんが何卒ご容赦頂けますと幸いです。



お詫び

◼本日の資料は50ページを超えており、30分の持ち時間内に説明しきること
は困難です。
（昔は50分あったため、そのつもりで資料作成してしまいました）

◼議論の材料としていただきたいので、あえてページは減らしていません。

◼前半の「なぜこれをやるのか」が重要なので、前編部分に時間を割き、後
半の「どうやってやるのか」についてはポイントのみの紹介にとどめざる
を得ません。

◼今回の登壇は記事化の予定があります。

◼ご不明点については、お問い合わせいただければオンラインでのご説明も
可能です。

kunihiko-hiroi@cybozu.co.jp
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第1部
IT部門とステークホルダー間のコミュニケーション問題



Gartner®,日本企業のITが直面する問題の調査報告：IT投資ガバナンスとリスクの管理, Hiroyuki Katayama, 2 October 2024
Gartnerの2024年ITマネジメント調査, 調査時期：2024年4月, 調査対象：日本においてビジネス活動をする、年間売上高500億円以上の企業のCIOや、デジタル・ビジネスをリードする幹部, 回答者数：400人
GARTNERは、Gartner Inc.または関連会社の米国およびその他の国における登録商標およびサービスマークであり、同社の許可に基づいて使用しています。All rights reserved.



⚫ 経営戦略に対してIT/デジタルの提案がない

⚫ ITのビジネスへの貢献がわからない

⚫ 経営メンバーが納得するデジタル戦略が描けていない

⚫ IT部門の活動の経営に対する貢献がわからない

⚫ 経営とのコミュニケーションが少ない

⚫ ベンダーに影響されすぎている

⚫ 企業経営・戦略を理解していない

⚫ コスト増加に不満がある

⚫ IT部門の活動内容が不透明

残念ながら、よく言われることではないだろうか。



現場(部長会議など)で言われがちなこと

◼ 経営とユーザー部門から
IT部門への不満

◼ 見慣れた光景
IT関連のコス
トの詳細がす
ぐに見られな

いのだが

個々のIT施策
と経営戦略の
関連性がわか

らない

なぜうちの部門
の要求が後回し

なのか

忙しいと言う
ばかりで、IT
部門の活動状
況が見えない

結局、このIT
投資はリター
ンを生んだの

か？
コスト配賦の
公平性が信用

できない

IT部門に
DXは任せら

れない

ベンダーとの
仲介役をやっ
ているだけで

は？

経営会議で
発言しない

IT投資の
ポリシーが
見えない

似たような
案件がバラ
バラ上がっ

てくる

最新技術を
キャッチアップ

していない

要するに「全体像が見えない」「説明が足りない」という不満



IT部門はいつからこうなったのか

黎明期から拡大期
(1970年代)

分社化期
(1980年代)

ダウンサイズ期
(1990年代)

コスト削減偏重期
(2000年代)

DX期待からの疎外期
(2010年代)

バブル崩壊

⚫ 企業内にシステム化ニー
ズが山盛り。

⚫ 電算室は企業変革の
担い手。

⚫ 内製が当然。

⚫ 開発の外注化。
⚫ 情シスは作業部分を分
社化し、企画特化へ。

⚫ 「ユーザー部門の御用
聞き」化の始まり。

⚫ Windows＋IAサーバ
による革命。

⚫ 部門ごとのシステム化。
⚫ EUCの爆発的普及。
⚫ IT部門の地位失墜の
過程。

⚫ 長引くコスト削減経営。
⚫ IT部門はコストセンター
として、ひたすらコスト削
減と安定稼働のみを求
められ、弱体化の一途
をたどる。

⚫ 企業業績の回復。
⚫ 「攻めのIT」から「DX
ブーム」へ。

⚫ IT部門は期待されず、
DX部門の設置へ。

IT部門復権期へ？
(2020年代)

IT部門が現在の様な状
況に陥ったのは、やはり
バブル崩壊がきっかけ。

日本の多くの社会問題
と同様に、「失われた30
年」における日本型経
営の犠牲者という側面も
ある。

IT部門への期待は回復
傾向にあるが、再び企業
変革の担い手となるには
自己変革が必要。

⚫ DX部門への期待が後
退。

⚫ データ統合、プロセス標
準化の要求高まる。

⚫ IT実行能力への期待。



最近、IT部門に対するDX推進機能への期待は復活しつつある

出典：ITR「国内IT投資動向調査報告書2024」

出典：日本情報システムユーザー協会
「企業IT動向調査報告書2024」



今後、DX部門は解体に向かう？

◼ いくつかの調査会社やコンサル会社などは、2025年から2030年にかけて、
独立型のDX部門は解体に向かうと予想。

◼ DX部門の孤立化や、データ基盤構築などITの実行力が重視されてきている等の背景が影響か。

◼ 全社のシステム基盤とガバナンスをIT部門が担当し、DX機能は事業部門ごとに持つ形態が予
想されている。

◼ 当面手探りが続くが、「DXは事業部門が自分事にしないと進まない」が流れ。



いまIT部門が取り組まなければならない課題と役割

• 「2025年の崖」（レガシー対応）

• 「2027年問題」（ERP更新）

• 生成AI活用

• データ統合

• 業務プロセスの標準化

• 事業部門への権限移譲（市民開発）

• コスト最適化（FinOps）

• ベンダー依存からの脱却と内製化

• IT部門の高齢化と人材不足への対応

• IT部門業務の合理化・省人化

事業部門がDXを推進しやすくする
ための全社基盤の整備。

⚫ データ
⚫ プロセス
⚫ AI
⚫ 自動化(ハイパーオートメーション)
⚫ ガバナンス
⚫ デジタル人材育成

そのために、予算と資源を全体最適
化して投入するための意思決定プロ
セスをIT部門主導で構築する。

◼ 過去10年ほど、IT部門の新たな役割についての議論と試行錯誤が続いたが、
ようやく落としどころが見えてきた。



変革１：「部門最適」ではなく「全社IT戦略」に基づく意思決定プロセスへの改革

◼ IT部門が全社DXを主導するためには、部門最適なシステム提供を脱し、戦略的な
投資ポリシーに沿ったシステム提供に移行する必要がある。

ユーザー
部門

ユーザー
部門

ユーザー
部門

ユーザー
部門

IT部門

要求

要求
要求

要求

構築 構築
構築

構築

部門ごとの要求を受けて、部門ごとに
最適化されたシステムを構築する。

経営戦略

IT戦略 アーキテクチャ

IT部門

ユーザー
部門

ユーザー
部門

ユーザー
部門

ユーザー
部門

経営戦略、IT戦略、アーキテクチャに照らして、全
体最適化されたシステムを提供する。

三位一体の意思決定プロセス



変革２：IT部門に対する不満の解消

◼ 「ステークホルダーから見た不満」にフォーカスすると、IT部門に対する不満は
主に以下の3つの不透明性＝説明能力不足にある。

ITコストの
不透明性

IT部門業務の
不透明性

投資優先順位の
不透明性• コスト構造がすぐにわからない

• コスト配賦への不信感
• 部門や立場ごとに見たい括り
になっていない

• なぜ自部門の要求が後回しなのか
• 経営戦略との連動性が不明
• IT投資のポリシーが不明

• いつも「忙しい」と言うが何をして
いるか見えない

• 戦略的な将来ビジョンがない
• もっと省力化・非属人化できる
のでは



目指すゴール：「コミュニケーション基盤としてのIT戦略」の確立

経営戦略に連動したIT/DX戦略を策定する

全体最適を実現するアーキテクチャを決定する

投資優先順位を決めるルールを作る

ITコスト管理を透明化する

IT部門の業務を透明化する

◼ ITに関する不透明性からくる不信感を解消し、全体最適な投資意思決定プロセスを
実現するために以下の施策セットを実行し、コミュニケーション基盤を構築する。

IT部門としては、
このように戦略と
ルールを策定し、
透明化も進めて
いきます。

なるほど、それなら
全体像が見えて
信頼が置ける。

この状況を作れたら、IT部門の地位は格段に向上する。
（SPM、ITFMなどを検討するにもまず全体像の説明が必要）



日本ではIT戦略とITガバナンスに関する体系的な知見供給が少ない

◼ 経理、人事などには「財務戦略」「人事戦略」のナレッジがあるが、「IT戦略」
「ITガバナンス」の体系化されたナレッジはほとんど存在しない。

◼ 具体的に何をやればいいかという情報が少ない。

◼ 「ERP導入」「生成AI活用」「デジタル人材育成」など、個別テーマに関するナ
レッジは豊富だが、それは戦略ではなく施策の話。

今回、可能な範囲でまとめてみようと考えた理由。

一部の先進企業ではない、多くの「普通のIT部門」向けの情報が必要

◼ メディアで扱われる先進企業のCIOは、ここまでの状態をとっくに作り上げている。

◼ だから、あれだけの発言力と実行力を発揮できている。

◼ 一方、大多数の普通のIT部門向けには、問題の所在と対策の全体像をシンプルにま
とめた情報が必要。



自覚も意欲もあるが・・・

◼ 戦略系を強化しなければならないという自覚は持っているが人材は不足。

出典：日本情報システムユーザー協会
「企業IT動向調査報告書2024」

出典：日本情報システムユーザー協会
「企業IT動向調査報告書2024」

IT戦略担当を強化したい

IT戦略担当が不足



抽象度の高い話をしよう

◼ 経営層などのステークホルダーとの
コミュニケーションには、抽象度の
高い「コンセプチュアル」な話が必
要。

◼ IT部門は職業柄、ディティールを追
求しがちだが、それは非ITの人たち
にはわかりにくい。

◼ 先進企業の「具象」としての事例を、
いったん「抽象化」して俯瞰的な全
体像を見る必要がある。

◼ 抽象化された先進事例を、自社の事
情に合わせて再び「具象化」するの
がビジョンと戦略。

先進事例のエッセンスを、いったん抽象化することが重要。
そのために「抽象化パターンの蓄積」を増やす。

このパターンの引き出しを
持っておくこと。
先進企業はここがうまい。
入手するにはカネがかかる。

自社のビジョン・戦略に
組み替えて、個々の課題
に適用する。



第2部
コミュニケーション基盤としてのIT戦略の構築



全体最適部分最適

戦略

デリバリー

２.IT/DX戦略策定
11.事業部DX企画

14.デジタル人材育成
＋リスキリング13.事業部DX

施策支援

10.基幹・基盤運用

６.基幹システム
(ERP等)

IT部門主導

１.経営戦略への関与

事業部主導でIT部門と共同

IT部門＋パート
ナーの協力体制

16.事業部向けシステム導入・
開発

（内製・市民開発を含む）
９.アプリケー
ション基盤

3.投資・コスト管理

12.ガバナンス体制
の構築（CoEなど）

■領域B：投資管理
とアーキテクチャ

• ITコストの可視化
• 投資優先順位のルー
ル化

• アーキテクチャ決定
• 調達方針決定
• IT部門業務の透明化

ステークホルダーとの
コミュニケーションの
核となる領域。

■領域C：基盤と基
幹システム

全体最適と部分最適のバ
ランスを図り、全社のプ
ロセスとデータを統合。17.事業部システム運用

■領域A：戦略と計画
IT部門自ら経営戦略に関与し、経営戦略と連動したIT/DX戦略を描く。
中計などの中期経営戦略にIT戦略を反映させることが重要。

■領域D：事
業部DX企画
事業部任せでは
なく、ビジネス
企画の段階から
参画していくこ
とが重要。

■領域E：事
業部向け実装
内製や市民開発
も活用し、パー
トナーの協力を
得ながら、IT部
門の負担を軽減
していく。

従来型のIT部門は、領域Eの事業部向け案件と運用に追われ、領域A、Bへの関
与が不十分。
領域Eの主導権を事業部門＋パートナーに移譲し、全体最適と戦略的タスクへ
のシフトを図る必要がある。

事業部＋IT部門＋パートナー
の協力体制

まず、IT部門の仕事の全体像を
再確認する

4.全体アーキテクチャ

８.統合データ
基盤

５.IT部門改革
(透明化＋合理化)

７.技術調査・
検証

15.生成AI活用



IT/DX戦略
投資優先順位

決定
コスト透明化

生成AI

アプリ基盤

ERP更新

部門向け開発

データ基盤

運用

戦略と
ガバナンス層
(領域A、B)

IT施策層
(領域C、D、
E)

IT/DX戦略

投資優先順位

コスト
管理

アーキテク
チャ

IT部門改革

デジタル人材
育成

ステークホルダーとの合意形成がうまくいっている
IT部門のコミュニケーション

IT部門

戦略とガバナンスの層
を境界面としている。

個別案件を、戦略とガ
バナンス層を通して見
せることで、ステーク
ホルダーとのコミュニ
ケーションが出来てい
る。

部門向け開発

経営
財務部門

人事部門

経営企画

事業部門

事業部門

事業部門ステークホルダー
（経営と各部門）

株主

コミュニケーションと合意形成

ステークホルダーから
IT戦略の全体像が見え
ているため、個々の投
資案件にも合意形成し
やすい。



経営
財務部門

人事部門

経営企画

事業部門

事業部門

事業部門

生成AI

アプリ基盤

ERP更新

部門向け開発

データ基盤

運用

ステークホルダー
（経営と各部門）

IT施策層
(領域C、D、
E)

株主

デジタル人材
育成

ステークホルダーとの合意形成がうまくいっていない
IT部門のコミュニケーション

IT部門
戦略とガバナンスの層
が存在しないか、明確
に定義・共有されてい
ない。

個別のIT施策・投資案
件を境界面として、発
生ベースでバラバラに
コミュニケーションし
てしまう。

ステークホルダーから
は全体像が見えず、戦
略やビジョンもなくバ
ラバラな投資を行って
いるように見えてしま
うため、合意形成しに
くい。

部門向け開発



IT/DX戦略
投資優先順位

決定
コスト透明化

生成AI

アプリ基盤

ERP更新

部門向け開発

データ基盤

運用

戦略と
ガバナンス層
(領域A、B)

IT施策層
(領域C、D、
E)

IT/DX戦略

投資優先順位

コスト
管理

アーキテク
チャ

IT部門改革

デジタル人材
育成

ステークホルダーとの合意形成がうまくいっている
IT部門のコミュニケーション

IT部門

戦略とガバナンスの層
を境界面としている。

個別案件を、戦略とガ
バナンス層を通して見
せることで、ステーク
ホルダーとのコミュニ
ケーションが出来てい
る。

部門向け開発

経営
財務部門

人事部門

経営企画

事業部門

事業部門

事業部門ステークホルダー
（経営と各部門）

株主

コミュニケーションと合意形成

ステークホルダーから
IT戦略の全体像が見え
ているため、個々の投
資案件にも合意形成し
やすい。



企業A
IT部門の視点

企業B
IT部門の視点

IT/DX戦略 IT/DX戦略

アーキテク
チャ

アーキテク
チャ

組織・予算・
人材

組織・予算・
人材

ベンダー視点に引っ張られてしまう
「案件思考」の弊害

運用

個別案件 個別案件

運用

ベンダーDの視点

ベンダーCの視点

◼ ベンダーはもともと「案件思考」。

◼ ユーザー部門も「自部門の案件」で考える。

◼ ベンダー依存が進みすぎた結果、IT部門ま
で引っ張られて案件思考に。

◼ 若手・中堅が案件思考に陥らない様、早い
うちから「経営が求める戦略的視点」
「アーキテクチャ思考」を意識させる。

経営が求める視点の方向

ベンダーとユーザー部門
の視点の方向

案件思考
に陥って
この部分
が疎かに
なると、
経営から
の不信に
繋がる。

案件単位の事例ばかり
探してしまう。



IT部門として実際にやること：方針(戦略)とルール(ガバナンス)を決めていく

１．IT戦略マップの作成

２．全社アーキテクチャの決定 ４．IT投資/コストの可視化

３．投資優先順位付けのルール化

５．IT部門業務の透明化

方針の策定 ルールの制定

◼ 方針決めとルール決めは「政策」と「法律」の関係。
◼ 相互に影響しあうため、実際には同時に進める必要がある。

ルールと方針を明確にし、IT戦略と投資優先順位が社内政治ではなく経営戦略に対する
目的合理性に基づく議論によって決定される状態が目標。



１．IT戦略マップの作成



まず、全員が共有可能なIT戦略マップを作成する

経営理念

経営戦略

事業部戦略
＆

IT戦略

ビジネス＆
IT施策

経営理念/
パーパス

中計目標

中計目標 中計目標

事業戦略

事業戦略

事業戦略
IT戦略

・アーキテクチャ
・投資優先順位
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部門KPI

施策KPI IT KPI

ビジネス施策 IT施策
施策KPI IT KPI

ビジネス施策 IT施策
施策KPI IT KPI

ビジネス施策 IT施策
施策KPI IT KPI

経営理念から個別施策
まできちんと繋がっている
ことが重要。

経営戦略を実現するため
のIT戦略（アーキテクチャ
や投資優先順位など）を
策定する。

IT投資評価
サイクル

◼ この戦略マップが、
ステークホルダーと
コミュニケーション
する土台となる。

◼ IT投資/コストが、経
営戦略のどの部分に
紐付いているのかを
明確にする。

◼ 常にここに立ち返っ
て話をする。

◼ 先進企業がきちんと
やっていること。

KPIを使ってIT投資
の評価サイクルを回
す。



経営戦略が不在または不明確な場合

◼ 残念ながら日本企業には多い。

◼ 中計の数値目標だけがあって、そ
の下の戦略が各部門に丸投げの
ケースは典型。

◼ その場合、自分で全社戦略の仮説
を作ってマップを作成し、経営陣
や各部門長と議論する。

◼ まずは経営者との対話で「IT部門
はこう変わるつもりだ」という話
をして理解を得る。

◼ ただ、現状で経営陣や各部門長か
らの信頼度が高くないIT部門に
とっては、話を聞いてもらえるよ
うになるまでが大変。

◼ しかし、これに取り組む過程で周
囲の見る目は確実に変わってくる。



２．全体アーキテクチャの決定
＋

３．投資優先順位のルール化

（この2つは一体として行う）



投資優先順位が自然に決まってくる「土壌」を作る

◼ 目的は投資優先順位決定の非政治化。

◼ まず、経営の大義である「経営戦略の実現」と、
IT部門の大義である「全体アーキテクチャの実
現」を掲げる。

◼ 経営戦略に紐付かない要求や全体アーキテクチャ
から外れた要求の優先度は下げる。

◼ 常に「経営戦略」と「全体アーキテクチャ」を指
針とすることで、自律的に優先順位が決まってく
るようになれば、その後の議論と、経営による最
終判断がしやすい。

経営戦略
（戦略マップ）
に紐付いている

か

全体アーキテク
チャに合致して

いるか

経営戦略とアーキテクチャを指針と
してステークホルダーと議論する。

戦略、原理原則、
ルール

社内政治、声の
大きさ

戦略、原理原則、
ルール

社内政治、声の
大きさ



全体アーキテクチャとは

◼ ここでの文脈における「アーキテクチャ」は、ステークホルダーに説明可能な、
「アプリケーションの持ち方のポリシー」「アプリケーション・ポートフォリ
オ」の事。

◼ IT部門やエンジニアはどうしても技術的なアーキテクチャを考えてしまうが、
非ITの人とそれでコミュニケーションするのは無理。

◼ 非ITの人たちとのコミュニケーションに使うためのもの。

◼ 各アプリケーションの「経営上の位置付け」「業務上の位置付け」を表現する
ための抽象化されたシステム構成図。



よくあるシステム構成図としての
全体アーキテクチャのイメージ

データ
ファブリック

コンポーザブル
ERP

iPaaS・API管理

ハイパーオートメーションプラットフォーム
（RPA、BPA、プロセスマイニング）

SaaS
SaaS

SaaS

ローコード開発
プラットフォーム
ローコード開発
プラットフォーム
ローコード開発
プラットフォーム

既存システム

既存システム

デジタル生産性
ツール

デジタル生産性
ツール

デジタル生産性
ツール

SaaS
SaaS

既存システム

SaaS

SaaS

SaaS
SaaS

増えすぎたSaaS管理の問題
モノリシックERPからコンポー
ザブルERPへの更新問題
（2027年問題）

データサイロの
集約・統合問題

レガシーへの
対処問題

（2025年の崖）

市民開発による
サイロアプリの増殖と
ガバナンスの問題

Microsoft365、Copilot Teams、
Slack、GWS、Asana、Notion

などの存在感が増していく

こういった表現形式も重要だが、優先順位の判断の
ためには別の表現が必要。

生成AI基盤



最初の一歩はアプリケーション分類の軸決めによる「大方針」の提示

◼ 全社のアプリケーションを経営目的に対して分類する「一番大きな軸」を決める。
◼ 先進事例では、それぞれの経営戦略に合わせた分類軸を持っている。



アプリケーション分類の軸になり得るもの

◼ アプリケーション形態の多様化
⚫ クラウドERP、SaaS、ローコード開発、ノーコードツールなど

◼ アプリケーション調達手段の多様化
⚫ 製品購入、内製開発、外注開発

◼ 「フロント系」と「管理系」と「基盤系」
⚫ 業務上の分類(企業ごとに変わる)

◼ 「標準化」と「差別化」
⚫ 競争領域は差別化、非競争領域は標準化する

◼ 「全体最適」と「部分最適」
⚫ 全体最適を基本として、現場の創意工夫を活かす部分最適も活用する

◼ 「スイート（プラットフォーム）」と「ベストオブブリード」
⚫ スイート化の進むプラットフォームとマルチベンダーの選択

これらのオプションを組
み合わせて、経営戦略
を実現し、かつコスト最
適なアプリケーション戦
略を策定する。



Gartner®の「TGRポートフォリオ」

Gartner, GartnerのTGRポートフォリオを戦略的コスト最適化に活用する：パート1, Hiroyuki Katayama, 17 October 2023
GARTNERは、Gartner Inc.または関連会社の米国およびその他の国における登録商標およびサービスマークであり、同社の許可に基づいて使用しています。All rights reserved.



TGRによるシステム分類

変革システム
（Transform）

成長システム
（Grow）

運営システム
（Run）

◼ 次の競争優位性のための実験的システム
◼ ROIを問わず、経営判断による一種の賭け
◼ 小規模投資を高速に繰り返す
例：PoC、AI活用、新規事業向けシステム

◼ 現在の競争優位性のためのシステム
◼ ROIが重要
◼ 中規模～大規模投資
例：生産管理、受発注管理、物流管理など

◼ 業務を安全に運営するためのシステム
◼ 標準化、安全性、コンプライアンスが重

要
◼ アウトソース化も含めた経費化・コスト削

減
例：会計、人事給与など

モード2

モード1

実用化

付加価値喪失

負債化

廃棄

◼ 積極的な内製化
◼ 技術力のあるパートナーを

活用

◼ 可能であればSaaSを活用
◼ 競争優位性を確保するた

めに独自性が重要な場合
は内製化

◼ 原則としてパッケージと
SaaS

◼ 安易に作ってはいけない



バリューチェーンへの応用

R＆D 製品開発と
マーケティング

販売 調達 製造 物流 サポート

財務

人事

法務

総務

IT

マーケティング
オートメーション

CRM・需要予
測

販売管理

調達管理 生産管理

在庫管理

倉庫管理

配送管理

サポート履歴
管理

EC管理

試験データ管
理

財務会計 管理会計 投資管理 予算管理 財務分析

人事管理 給与・社保 採用管理
タレント

マネジメント
従業員エン
ゲージメント

研修管理

資産管理 設備管理

契約管理 知的財産管理

IT投資・コスト
管理

IT資産管理

開発計画管
理

何が「変革」「成長」「運営」に該当するかは、企業ごと、ビジネスモ
デルごとに異なる。

投資優先順位を決めるためには、経営戦略として、何を
「競争領域」「差別化要素」にしたいかが重要。

仮想現実サ
ポート

変革 成長 運営



アプリケーション形態による分類

部分最適

第1層：ERP
経営の効率化

第2層：SaaS
業務の標準化

第3層：独自アプリ
（ローコード）

差別化による競争力向上

第4層：デジタル生産性
ツール（ノーコード）

次世代コラボレーション

全体最適

全社

部門

チーム
個人

時代とともに分権化
が進み、下層の重
要性が増す。

生成AI
基盤

◼ 経営の効率化が目的。
◼ Fit to Standardが原則。
◼ 昔はここに全部押し込んでいた(アドオン)
◼ ここで部門最適を吸収してはいけない。

◼ 業務の標準化が目的。
◼ 差別化が重要でないアプリケーション。
◼ 複数のSaaSをiPaaSで連携させる。

◼ 差別化による競争力向上が目的。
◼ 市民開発を含め、事業部門主導による開発に移行。
◼ 現場の裁量権による創意工夫とモチベーション向上が重要。

◼ アダプティブな次世代コラボレーションが目的。
◼ 非定型なコラボレーションのためのツール群。
◼ 従業員エンゲージメントのための重要な要素。
◼ 当面、生成AIの主戦場。



目的に応じたアプリケーション調達手段を検討する

１．業務の棚卸と
可視化

２．目的別の分類

３．アプリケーション
調達手段の検討

標準化 競争力向上 自由化

ERP標準機能 ローコード開発

ERPアドオン スクラッチ開発 デジタル生産性ツール

経営の効率化と全体
最適化を目的として
標準化を目指す業務

競争力の強化を目的
として独自性の確立
を目指す業務

現場の創意工夫を活かし、
モチベーションを高めるための
部分最適を許容する業務

ERP標準機能によるFit 
to Standardの実現

ERPでは実現できない標
準化対象業務で検討

独自の定型アプリケーショ
ンが必要な場合に検討

API連携での実装など、
コンポーザビリティを確保
しつつ検討

強い競争優位性の実現
が期待される場合のみ
検討

部門・チームのコラボレー
ションと生産性向上が目
的

経営目的と優先順位を表現
できるカテゴリを設定する。

目的別に最適な調達手段を
選択するための原則を設定

する。

IT部門主管と事業部門主
管の区別もある。

SaaS

各種フレームワークを使って業務とアプリケーションを可視化する
経営陣や事業部門と議論し、
経営戦略に沿ったフレーム

ワークを採用する。



属人 → 標準化と定型化 → 自動化＋コラボレーションへの進化

ERP

部門システム
部門システム

部門システム

デジタル
ワークハブ

◼ 同じ時間に同じ場所に集まり、直接声を掛け合って仕事を回していくスタイル。
◼ 業務の標準化や定型化はされておらず、属人的。
◼ サイロ的なシステム化のレベル。
◼ 日本ではまだまだ多い。

◼ 全社システム、部門システムが整備され、業務の標準化と定型化が図られている。
◼ 業務は決められたプロセスに従って進めるもの
◼ イレギュラー対応や独創的な対応はしにくい。

第1段階：属人的なワークスタイル

第２段階：プロセス主導のワークスタイル

部門システム
部門システム

ERP
部門システム

◼ プロセスは存在するが、定型的な業務は自動化されている。
◼ デジタル生産性ツールを利用した「デジタルワークハブ」が導入されている。
◼ 従業員は、デジタルワークハブを利用して、自由裁量のもと、非定型的かつ創
造的なコラボレーションで仕事を進める。

部門システム

部門システム

自動化

第1段階からいきなり第3段階に飛ぶと、「デジタルによる属人性
の固定化」が起こるので注意。 第2段階の実現が重要。

第３段階：アダプティブなコラボレーションワークスタイル

標準化・定型化



「標準化」「全体最適化」をどこまで頑張るか

⚫ ERP等の全体最適部分と、事業部門主導の部分最適部分を明確化し、疎結合アーキテクチャ
で分離する

⚫ 現場の創意工夫を活かしながら、データとプロセスの統合を図る、全体最適化と部分最適化の
ハイブリッドアーキテクチャを目指す

◼ 日本で標準化と全体最適化を徹底するに
は、雇用慣行と組織構造から変える必要
がある。（ERPがドイツ発祥なのはギル
ド制があったから）

◼ いくら手間をかけて業務を標準化したと
ころで、その瞬間から陳腐化が始まる。

◼ ならば、標準化よりも業務の変化への追
随性、柔軟性のほうが重要では。

◼ 今年はERP導入の失敗事例などで「標準
化」「全体最適」を強行するリスクが話
題に。

◼ 原則はFit to Standardだが、事業部門
の業務プロセスに外から手を突っ込むこ
との大変さ。

◼ 行き過ぎた「現場信仰」も弊害をもたら
すが、現場の創意工夫とモチベーション
を殺す標準化では意味がない。



「業務を標準化するコストと価値」による分類

業務内容の独自性が
持つ経営上の価値

標準化する経営上の価値

コミュニケーション
ツール

労務管理、経費精
算、研修など

ERP
（管理系）

共同作業管理
（ex.タスク管理）

CRM、SCM、
ERP（実行系）

自動化基盤
（ワークフロー基

盤）

オフィス

◼ 標準化難易度は高いが推進すべき領域（コンサル）
業務要件の独自性が持つ価値が高く、標準化の難易度が高いが、
複数部門にまたがる業務でもあり、高い組織的コストを払い、高機
能なプロダクトに費用をかけてでも標準化すべき領域。

◼ 今すぐ標準化できる
領域（販社）

業務要件の独自性が低く、
低い組織的コストで全社
標準化が可能。
パッケージやSaaSで最優
先に標準化。

◼ 現時点で標準化の
必要がない領域

業務要件の独自性が持つ
価値が不明確で、今のとこ
ろ組織的コストをかけてまで
標準化を急ぐ必要がない。

部門ごとのコア業務
システム

（ex.生産管理）

部門ごとの補助業務
システム

（ex.ERP連携デー
タ処理、アドオン）

低い 高い

低い

高い

◼ 標準化が組織的コストに見合わない領域（SIer）
部門固有の業務が多く、標準化への抵抗も強力で、標準化の
ための組織的コストに見合わない。 業務の標準化より、ロー
コード開発などによる開発生産性向上を目指す選択もある。

IT部門は、左側エリアの業
務を右側の標準化エリアに
移行させるよう努力する。



データを中心とする全体最適と部分最適のハイブリッド分業化へ

コンポーザブルERP

ハイパーオートメーション基盤

全体最適化ゾーン(IT部門主管)

全社SaaS 全社AI基盤

ローコード開発基盤

データファブリック(IT部門主管)

ローコード開発基盤
ローコード開発基盤

データ

データ

仮想化

デジタル生産性ツール(ノーコード)
デジタル生産性ツール(ノーコード)
デジタル生産性ツール(ノーコード)

データ

データ
データ

データ
データ

カタログ/メタデータ

レイクハウス

部門SaaS

部門独自アプリ

AIによる
最適化と
自動化

iPaaS

データ

データ

IT部門による全体アーキテクチャとガバナンス体制
◼ データがすべての中心。

◼ データファブリックか
ら正しいリアルタイム
データを取り出せるこ
とを第一の目的として
アーキテクチャを考え
る。

◼ 事業部門に移管できる
部分はガバナンスを確
保しつつ移管する。

◼ 日本企業の「現場力」
には課題もあるが、そ
れを活かすアーキテク
チャを。

分析基盤データパイプライン

全社ローコード開発基盤
データデータ

データ データ

速い業務改善サイクル部分最適化ゾーン(事業部門主管)



４．IT投資/コストの可視化



ITコスト説明力は信頼の基礎である

◼ ITコスト管理・コスト配賦の不透明さ
や説明能力の不足は、経営者・財務部
門・事業部門からの不信感の源泉。

◼ 経理とIT部門の間のやり取りに必要十
分なコスト管理では、経営や事業部門
とのコミュニケーションには情報不足。

◼ 経営や事業部門から見て役に立つコス
ト管理になっているかどうか。

重要なことは、ITコストの各項目が、経営戦略や事業戦略のどの部分に
紐付いているのかが、経営と各部門からすぐにわかるようにすること。

◼ 管理会計的なテクニカルな話の前に
「合意形成のためのわかりやすい見せ
方」の工夫が必要。

◼ 管理のためというより、コミュニケー
ションのためのコスト管理。

◼ 最近は、IT投資管理/コスト管理のフ
レームワークや専用ツールが充実して
きている。



ステークホルダーごとのITコスト分類

総勘定元帳
(財務部門)
勘定科目ごと

経営層向け
事業ごと、部門ごと、経営テーマごと、

財務指標ごと

ユーザー部門向け
ビジネス施策ごと、コスト配賦単位ご

と

IT部門向け
拠点ごと、ベンダーごと、案件ごと、

製品カテゴリごと

◼ 会計データを、戦略マップを通すことでステークホルダーごとの「見せ方」
にまとめ直す仕組みが必要。

システム利用状
況データ

IT部門稼働記録

経営企画部門向け
各部門への突っ込み用。



IT投資/コスト可視化フレームワークの例  TBM

◼ 米Apptioが主導するTBM(Technology Business Management)の例 ※説明は登壇者の解釈

部門や立場
ごとに見たい
括りかたが
異なる。

システム的な
実現には多
大な費用と
労力を要す
るが、考え
方が重要。



コストを評価する

◼ コストを可視化した後は、予算編成などでそのコストをどう扱うべきかの「事後評価」を行う。
◼ 投資の優先順位を、事業部門とIT部門が合意した客観的な手法で決める。
◼ 最後は経営判断。

投資を強化 

技術的な改善を検討

システム的な
価値

ビジネス的な価値

優良資産

負債

高い低い

L

J

E

B

A

C

D

H

I

G

F

K

円の大きさがコストの大きさ

評価軸 評価指標の例

ビジネス的な価値

（事業部門が判断
する）

経営戦略との整合性

業務的負債の蓄積度

データの利用性、即時性

収益貢献性

システム的な価値

（IT部門が判断す
る）

運用の複雑性

要員確保の困難性

アーキテクチャとの整合性

技術的負債の蓄積度

スケーラビリティ

セキュリティリスク

可用性

使用技術の陳腐化

モダナイゼーション、
Lift&Shift

BPR

ビジネス価値
向上を検討

廃止・廃棄を検討



５．IT部門業務の透明化



IT部門は「共感」を高める活動を重視すべき

◼ 相変わらず「何をやっているかよくわ
からない人たち」になっていないか。

◼ IT部門は、もともと非IT世界の住人に
は理解しにくい言語を使っているため、
他の間接部門以上に、非ITの人に理解
してもらう努力が必要。

◼ 活動基準原価計算（ABC）の様な定量
化の試みは、コスト管理的には有効だ
が、かかる労力の割に効果が見込めな
い。

◼ 「事実」が「理解」されるとは限らな
い。

◼ SNS時代のいま、重要なのは「共感」
を得ること。

◼ 月に一度の報告よりも、毎日の社内
SNS投稿が重要。

◼ 日々の業務の紹介、取り組んでいる新
技術、デジタル化のビジョンなどを社
内SNSで発信する。

◼ また、IT部門内の要員アサイン状況、
工数の埋まり具合を常に社内に公開し
ておく。



経営会議に参加し、議論する

◼ 経営会議で発言しない「名ばかりCIO」の問題。

◼ IT部門と同じ間接部門であっても、経理部門や人事部門が経営
会議で発言しないということはない。

◼ 「業務を知る」のと同じくらい「経営を知る」ことが重要。

◼ 例えば、「ITだけ」の話を封印して、ビジネスや経済の話で経
営層と30分間議論できるようにする。

◼ 経営会議で発言しないのは、説明のツールを持っていないので、
下手なことを言って藪蛇になるのが嫌だからという面もある。

ここまでに説明した「コミュニケーション基盤」への5つの取り組みが
出来ていれば、それを武器として経営会議で堂々と発言出来る。

彼らにDX
は無理だろう・・・



最後に



大事なこと

◼ 業績に余裕のある時に、「ルール」と「方針」を決めておくことが重要。

◼ 業績が傾いてからでは、「付け焼刃で」「部分最適で」「対症療法で」「一
律の」対策を取ろうとすることになるが、たいていの場合、その対策は間
違っていて、十分な効果がないばかりか将来に禍根を残すことになる。

◼ 生成AIにせよ、デジタル人材育成にせよ、ERP更新にせよそれは「施策」。

◼ 個々の施策の前に、ステークホルダーが納得する戦略とガバナンスを確立す
る必要がある。

IT部門が再び企業変革の旗手となるために、ステークホルダーとの
コミュニケーション基盤を構築し、デジタル経営のコアとして活躍する
ための自己変革を進めていきましょう。



ご清聴ありがとうございました。
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